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Ⅰ 雇用・所得・消費の拡大 
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所得拡大促進税制の拡充(案) 

○ 個人の所得水準の改善を通じた消費喚起をさらに推進するため、所得拡大促進税制の拡充を行う。 
  具体的には、次の見直しを行った上、その適用期限を平成30年３月31日まで２年間延長する。 
 ⑴ 雇用者給与等支給増加割合の要件（現行：５％以上）について次のとおりとする。 

① 平成27年４月１日前に開始する事業年度 ２％以上(平成26年４月１日前に終了する事業年度にも適用) 

② 平成27年４月１日から平成28年３月31日までに開始する事業年度 ３％以上 

③ 平成28年４月１日から平成30年３月31日までに開始する事業年度 ５％以上 

 ⑵ 平均給与等支給額の要件について、平均給与等支給額及び比較平均給与等支給額の計算の基礎となる国内雇

用者に対する給与等を、継続雇用者に対する給与等(※)に見直した上で、平均給与等支給額が比較平均給与等

支給額を上回ること（現行：以上であること）とする。 
  ※適用年度及びその前年度において給与等の支給を受けた国内雇用者に対する給与等のうち、雇用保険法の一般被保険者に対す

る給与等をいう。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

【現行制度の概要】 
基準年度と比較して、５％以上、給与等支給額を増加させた場合には、当該支給増

加額の10％を税額控除（法人税額(※)の10％（中小企業等は20％）を限度）できる 

対 象 給 与
等支給額 

基準年度 

  対 象 給 与
等支給額 

適用初年度 

  
対 象 給 与
等支給額 

適用２年目 

  
  基準年度か

らの増加額 

基準年度か
らの増加額 

控除対象給与

等支給増加額 

控除対象給与

等支給増加額 

控除対象給与等支給増加額
の10％を税額控除 

【要件】 

⑴ 基準年度と比較して５％以上給与等総支

給額が増加 

⑵ 給与等総支給額が前年度以上であること 

⑶ 平均給与等支給額が前年度以上であるこ

と 

【改正案】継続雇用者に対する給与等に見直
した上で「前年度を上回ること」に変更 

【改正案】 
平成25、26年度：２％以上 
平成27年度    ：３％以上 
平成28、29年度：５％以上 
 
  

（法人税･所得税関係） 
  

※個人については、その年分の事業所得に係る所得税額 
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25.5％ 

28.05％ 

30.0％ 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26年度 27 年度

4.5％下げ 

4.5％下げ 

   付加税 10％

 法人税率 

・・・

一年前倒し廃止 

 ○ 足元の企業収益を賃金の上昇につなげていくきっかけとするため、復興特別法人税を１年前

倒しして終了する。 

 

【現行制度の概要】 

  法人税の納税義務者は、平成 24 年４月１日から平成 27 年３月 31 日までの間に開始する事業

年度において、基準法人税額（所得控除等の適用前の法人税額）に対して 10％の付加税（復興特

別法人税）を納付する義務がある。 

復興特別法人税の１年前倒し廃止(案) 

(参考)平成 26 年度以降の法人実効税率(東京都、資本金１億円超の法人のケース)は、35.64％ 

「好循環実現のための経済対策」について 

 (平成 25 年 12 月 5 日閣議決定)(抄) 

 

○経済の好循環の実現   

経済の好循環を早期に実現する観点から、経

済政策パッケージに盛り込まれた所得拡大促進

税制の拡充や政労使会議での取組みとともに、

足元の企業収益を賃金の上昇につなげていくき

っかけとするため、復興特別法人税を１年前倒

しで廃止する。確実な成果を得るため、引き続

き、経済界への徹底した要請などの取組を行う

とともに、地方の中小企業等への効果を含め、

賃上げの状況についてフォローアップを行い、

公表する。 

33
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交際費課税の見直し（案）

○ 交際費課税制度について、その適用期限を２年間延長するとともに、消費の拡大を通じた経
済の活性化を図る観点から、飲食のための支出（社内接待費を除く。）の50％を損金算入でき
ることとする。
※ 中小法人については、現行の定額控除（800万円）との選択制

【現行制度の概要】
法人が支出する交際費等（一人当たり5,000円以下の飲食費等を除く。）は、原則として全額損

金不算入。ただし、中小法人については、800万円に達するまでの全額損金算入可。

支出交際費等

※ 中小法人については、飲食費の50％と定額
控除額800万円のどちらか有利な方を選択

改正案のイメージ

飲食費

50％

飲食費以外

損金算入

【現行】

【改正案】

全額損金不算入

損金不算入

平成25年改正法附則第108条３号抜粋

○ 交際費等の課税の特例の在り方について、
当該特例が租税特別措置法で定められてい
ることも踏まえ、消費の拡大を通じた経済の
活性化を図る観点から、その適用範囲を含
め、検討すること。
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　　　 　（※）　廃止した年分の勘定に既に上場株式等を受け入れている場合は、勘定の再設定は
　　　　　　　翌年の勘定からとなる。　    （※）　同一年分の非課税管理勘定は１金融商品取引業者等でのみ設定可能。

 ⑴　同一の勘定設定期間内における金融商品取引業者等の変更を可能とする 　 ⑵　非課税口座を廃止した場合、同一の勘定設定期間内における再開設を可能とする

 【改正案】【改正案】

26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 35年 36年 37年 38年 39年

平成26年分勘定

平成27年分勘定

平成28年分勘定

平成29年分勘定

平成30年分勘定

平成31年分勘定

平成32年分勘定

平成33年分勘定

平成34年分勘定

平成35年分勘定

勘定設定期間
（４年間）

勘定設定期間
（４年間）

勘定設定期間
（２年間）

⑴ 勘定の設定は、勘定設定期間ごとに

１金融商品取引業者等に行う。

同一の勘定設定期間内における金融商品

取引業者等の変更は出来ない。

⑵ 非課税口座を廃止した場合、同一の勘定

設定期間内での再開設は出来ない。

ＮＩＳＡにおける金融商品取引業者等の変更又は非課税口座の再開設（案）

〈現行制度の概要〉

26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 …
　平成26年分
　　　 勘定

Ａ証券会社

　平成27年分

　　　 勘定
Ｂ証券会社

　平成28年分

　　　 勘定
Ｃ証券会社

　平成29年分

　　　 勘定
Ｄ証券会社

　平成30年分

　　　 勘定

勘

定

設

定

期

間

（
４

年

間

）

勘

定

設

定

期

間

（
４

年

間

）

…
…
…

…
…
…

…
…
…
…
…

26年 27年 28年 29年 30年 31年 32年 33年 34年 …

　平成26年分

　　　 勘定
Ａ証券会社

　平成27年分

　　　 勘定
Ａ証券会社

　平成27年分

　　　 勘定
Ｂ証券会社

　平成28年分

　　　 勘定
Ｂ証券会社

　平成29年分

　　　 勘定
Ｂ証券会社

　平成30年分

　　　 勘定

勘

定

設

定

期

間

（
４

年

間

）

勘

定

設

定

期

間

（
４

年

間

）

…
…
…

…
…
…

…
…
…
…
…
…

口座廃止

再開設
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消費税に係る外国人旅行者向け免税制度の見直し（案） 

 
 ・家電 

 ・バッグ 

 ・衣料品 等 

 

 

 

 

 

 

・食料品 ・飲料品 

・医薬品 ・化粧品 等  

の消耗品 

現行の対象物品 改正後の対象物品 

全ての物品に 
拡大 

  観光立国の推進や地域活性化の観点から、一定の不正防止措置を講じることを前提

に、現行制度における免税対象品目を、飲食料品や化粧品等の消耗品へ拡大すること
とし、併せて手続の簡素化を行う。 
 ※ 平成26年10月１日から適用。 

改正案 

 
 

現行の 
対象物品 

 

①様式の弾力化及び手続の簡素化。 
②免税店をさらに増加させる観点から、観光庁が中心となってPR等の施策を実施。 
③適正な執行を担保する仕組みを導入。 
  （新たに拡大する品目について、一定の包装（シール封印等）、金額上限（１日１人１店舗あたり50万円以内）等を設ける。） 

手続の簡素化・不正防止措置等 

6 6
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1× 49,800単
電子レンジ（免税） 49,800

1× 9,800単
ドライヤー（免税） 9,800

1× 5,800単
電気シェーバー（免税） 5,800

合　計 65,400

現金お預かり 70,000

お釣り 4,600

平成27年4月1日(水)　17:18

レジ：i.kido

○ ○ 電 気

輸出物品販売場（免税店）における手続の簡素化について（案） 

【購入記録票の様式】 ① 購入記録表等の様式の弾力化。 
 （記載事項のみを法定し、特定の様 
 式を定めない。） 
② 購入した商品の明細記入欄の記載 
 は、必要事項が記載されたレシート 
 の貼付で代えることができることと 
 する。 

レシートのイメージ 

現  行 見直し（案） 

 右見直し(案)は、既存免税店からの要望を踏まえたものである。 

○ 見直し(案)①は、事務のＩＴ化を進めるため購入記録票等の様式 
 を弾力化して欲しいとの声を踏まえたもの。 

○ 見直し(案)②は、購入品目や金額等の記載をレシートの貼付で代 
 用できれば、事務の大幅な簡素化につながるとの声を踏まえたもの。 

※ 平成26年10月１日から適用。 
7
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Ⅱ 民間投資の活性化、産業の新陳代謝の促進 
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生産性向上設備投資促進税制の創設(案) 

○ 設備の更新等を促進し、生産性の向上を図るため、生産性の向上につながる設備投資を促進する税制措置を創設

する。具体的には、産業競争力強化法等の中で規定される予定の以下の設備等の取得等をした場合には、特別償却

（即時償却）又は税額控除ができることとする。 

 ⑴ 先端設備 

機械装置並びに一定の工具、器具備品、建物及び建物附属設備で、一定金額以上のもののうち、最新モデルか

つ生産性向上要件（旧モデル比で年平均生産性１％以上向上）を満たすもの（中小企業者等については一定のソ

フトウェア及びサーバーを含む。）。 

※ 上記の要件を満たす設備については、工業会等が証明書を発行。 

 ⑵ 生産ラインやオペレーションの改善に資する設備 

   機械装置、工具、器具備品、建物、建物附属設備、構築物及びソフトウェアで、一定金額以上のもののうち、

投資計画上の投資利益率が15％以上(中小企業者等は５％以上)であることの経済産業局の確認を受けたその投資

計画に記載されているもの。 

  

先端設備 

最新モデルかつ生産性向上要件 

（旧モデル比で年平均生産性 

１％以上向上）を満たすもの 

生産ラインやオペレーションの改善に資する設備 

投資計画上の投資利益率が15％以上

（中小企業者等は５％以上）であるこ

との経済産業局の確認を受けたもの 

【改正案】産業競争力強化法の施行日(平成26年1月20日)から
平成29年3月31日までに取得等をした設備等について、以下の
特別償却（即時償却）又は税額控除 

※平成26年3月31日以前に終了する事業年度の投資分につ  
 いては、平成26年4月1日を含む事業年度において相当額 
 の償却又は税額控除ができることとする。 

～28.3.31 ～29.3.31 

機械装置 

など 
即時償却 

又は５％税額控除 

５０％特別償却 

又は４％税額控除 

建物、 

構築物 

即時償却 

又は３％税額控除 

２５％特別償却 

又は２％税額控除 

（法人税・所得税関係） 
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研究開発税制の拡充(案)

○ 研究開発投資の拡大を一層加速させる観点から、研究開発税制（増加型）について、試験研究費の増加割合

に応じて税額控除割合が高くなる仕組みに改組。

具体的には、研究開発税制の上乗せ措置（増加型・高水準型）の適用期限を平成29年３月31日まで３年間延

長するとともに、現行の増加額の５％を税額控除できる制度について、増加試験研究費の額が比較試験研究費

の額の５％を超え、かつ、試験研究費の額が基準試験研究費の額（※）を超える場合には、増加試験研究費の

額に30％（増加割合が30％未満の場合には、その増加割合）を乗じて計算した金額の税額控除ができることと

する。

（※）適用年度の前２事業年度における試験研究費の額のうち最も多い額をいう（現行どおり）。

○ 研究開発税制の上乗せ措置（増加型又は高水準型）（平成25年度末に期限切れ）

① 試験研究費の増加額に係る税額控除（増加型）

比較
試験
研究費

増加額×５％
試験

当期の

研究費

前３期の平均

(算式) 試験研究費の増加額 × ５％

② 平均売上金額の10％を超える試験研究費の額
に係る税額控除（高水準型）

平均売
上金額
×10％

超過額 ×

税額控除割合

当期及び
前３期の平均

(算式) (試験研究費-平均売上金額×10％)×税額控除割合

※ 税額控除割合＝(試験研究費割合－10％)×0.2

試験

当期の

研究費

【改正案】増加割合に応じて控除割
合が増加するような仕組みとする。

【改正案】３年間延長

増加

割合5％ 30％

控除割合

5％

30％

増加インセンティブ

を強化。

一定以上の増加割合
を求める。

大幅に引

上げ。

【現行】

(注)上記の研究開発税制の上乗せ措置（増加型又は高水準型）については、総額型（試験研究費の総額の８～10％（中小企業者等は12％）の税額控除。当期の法人税
額の30％を限度）とは別枠(当期の法人税額の10％を限度)で適用できる。

（法人税・所得税関係）
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既存建築物の耐震改修投資促進税制の創設(案) 

○ 老朽化した建築物を更新すること等による防災力の向上等を図るため、既存建築物の耐震改修投資促進の

ための税制措置を創設する。 

  具体的には、耐震改修促進法の耐震診断結果の報告を平成27年３月31日までに行った事業者が、平成26年４

月１日からその報告を行った日以後５年を経過する日までに、耐震改修対象建築物（※１）の耐震改修（※２）

により取得等をする耐震改修対象建築物の部分について、その取得価額の25％の特別償却ができることとする。 

 ※1 既存耐震不適格建築物のうち耐震診断結果の報告が耐震改修促進法により義務付けられるものをいう。 

 ※2 耐震改修とは、地震に対する安全性の向上を目的とした増築、改築、修繕又は模様替であって、耐震基準に適合するこ

ととなるものとして次の者に証明されたものをいう。 

   ①地方公共団体の長、②指定確認検査機関、③建築士 

  

  

  

  

  

  

  

①不特定多数の者が利用する大規模な建築物 

 （病院、旅館など） 

②地方公共団体が耐震改修促進計画で指定した避難路に敷地

が接する建築物 

③都道府県が耐震改修促進計画で指定した防災拠点となる建

築物 

  

・耐震診断の実施、その結果を所管行政庁へ報告義務 

→所管行政庁はその報告の内容を公表 

・耐震性が確保されていなかった場合には、所有者は耐震改

修を行う努力義務 

→所管行政庁の耐震改修に係る指導・助言、指示。指示に

従わない場合には公表 

改正耐震改修促進法(平成25年11月25日施行) 【改正案】 

  

◎ 耐震診断結果の報告 

５年以内 

耐震基準に適合する耐震改修を実施 

取
得
価
額 

２５％特別償却 

（法人税・所得税関係） 
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既存建築物の耐震改修に係る措置（案） 

耐震改修促進法の改正（平成25年11月25日施行） 

大規模建築物等 ※ に対し、耐震診断を実施し、所管行政庁へ結果を報告することを義務付け 

→ 所管行政庁はその報告の内容を公表 

 
    ※ ① 不特定多数の者が利用する大規模な建築物等 （病院、旅館等）、② 地方公共団体が耐震改修促進計画で指定した避難路に敷地が接する建築物、 
     ③ 都道府県が耐震改修促進計画で指定した防災拠点となる建築物 

 

＜予算措置の拡充＞ 
 

○ 耐震改修に係る補助の拡充   （平成25年度から） 

  ・耐震改修費用の補助    国・地方併せて最大23％又は2/3 ⇒  国・地方併せて最大2/3又は4/5 

耐震改修促進のための支援策 
＜税制措置の創設＞ 

＜地方税＞ 

○ 耐震改修投資促進税制について、国税に準じた措置（法人住民税・法人事業税） 

○ 固定資産税の特例措置（平成26年４月１日～平成29年3月31日） 

 
・２年度分 対象建築物の税額を１／２減額 

  （１年度分あたりの減額は改修費用の2.5％まで。住宅としての特例の対象となるものを除く。） 

＜国 税＞ 

○ 耐震改修投資促進税制（法人税・所得税） 

   ・25％特別償却 

（地方税関係） 
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ベンチャー投資促進税制の創設(案) 

○ 民間企業等の資金を活用したベンチャー企業への投資を促進するため、起業家と民間企業等との橋渡し役

となるベンチャーファンドへの企業による出資を促進するための税制措置を創設する。 

具体的には、産業競争力強化法の施行日(平成26年1月20日)から平成29年３月31日までの間に同法に基づ

く認定を受けた投資事業有限責任組合に係る契約を締結している法人（有限責任組合員に限り、適格機関投

資家（※）である場合には、出資予定額が２億円以上であるものに限る。）が、同組合に対して出資をし、

新事業開拓事業者の株式を取得した場合において、新事業開拓事業者投資損失準備金（その株式の帳簿価額

の80％を限度）を積み立てたときは、その積立金額を損金算入できることとする。 

  この準備金は、その積み立てた事業年度の翌事業年度に全額を取り崩して、益金算入する。 

  ※ 適格機関投資家は、投資事業有限責任組合契約を締結した日を含む事業年度開始の時におけるその他有価証券である株式等

の帳簿価額が20億円以上のものに限る。 

  

  

  

  

  

  

  

  

有限責任組合員(法人) 

投資事業有限責任組合 

（ベンチャーファンド） 

出資 

特定新事業開拓投資事
業計画の認定 

新事業開拓事業者 
（ベンチャー企業） 

株式 

翌期全額取崩し 
(益金算入) 

事業年度終了時の
帳簿価額の80％を
限度として準備金
を積立て 

新事業開拓事業者

投資損失準備金 

出資 

投資事業有限責任組合の存続期間 

１期目 ２期目 ３期目 

（損金算入） 

（法人税関係） 
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事業再編促進税制の創設(案) 

○ 思い切った投資によるイノベーションを可能とするよう、収益力の飛躍的な向上に向けた戦略的・抜本的な事業

再編を強力に促進するための税制措置を創設する。 

具体的には、産業競争力強化法の施行日(平成26年1月20日)から平成29年３月31日までの間に同法に基づく認定

を受けた法人が、積立期間(※1)内に、特定事業再編に係る特定会社の特定株式等(※2)を取得する場合において、

特定事業再編投資損失準備金（特定株式等の取得価額の70％を限度）を積み立てたときは、その積立金額を損金算

入できることとする。 

  この準備金は、積立期間終了後、原則として、５年間で均等額を取り崩して、益金算入する。 

 ※1 積立期間は、その法人がその特定事業再編計画について認定を受けた日から同日以後10年を経過する日（その特定事業再編に係

る特定会社が、同日までに３期連続で営業利益を計上した場合には、その最後の事業年度終了の日）までの期間。 

※2 特定株式等とは、設立若しくは資本金の額等の増加に伴う金銭の払込み、合併、分社型分割若しくは現物出資に伴い取得する特

定会社の株式（出資を含む。）又は特定会社に対する貸付金に係る債権をいう。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

出資会社A 出資会社B 

特定会社 

認定を受けた特定事業再編計画に係る
特定事業再編 特定株式等 

取 得 価 額 の

70％を限度と

して準備金を

積立て 

特定事業再編 

投資損失準備金 

積立期間 
※10年又は３期連続営業 
黒字達成年のいずれか 
早い期間 

５年均等取崩し 
   (益金算入) 

特定事業再編計画 
の認定日 

（損金算入） 

（法人税関係） 
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